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・鉱工業生産指数（2015年＝100）の「原指数」（2023年12月）は106.7、前
年同月比▲6.9％となり、３か月ぶりに低下した。「季節調整済指数」
（以下、「季調済指数」）は106.6、前月比＋1.3％で、２か月連続で上昇
している。季調済指数の３か月移動平均値（23年11月）は103.2、前月
比＋0.6％と、２か月ぶりの上昇となった。
・業種別季調済指数の水準が100の基準を上回ったのは、「生産用機
械」（195.0）や「化学」（138.1）、「汎用・業務用機械」（129.8）などで、一
方、下回ったのは、「電子部品・デバイス」（45.6）や「金属製品」（69.8）、
「窯業・土石製品」（74.2）など。
・前月に比べ高ウエイトで上昇した業種は、「電気・情報通信機械」（前
月比＋29.4％、民生用電気機械）や「汎用・業務用機械」（同＋22.9％、
運搬装置）などで、一方、低下したのは、「生産用機械」（同▲13.6％、

半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置、その他の生産用機
械）や「輸送機械」（同▲11.4％、自動車部品、自動車・同ボデー）など。

・「消費者物価指数（生鮮食品を除く総合／大津市／2020年＝100）」
（24年１月）は105.3、前年同月比＋2.2％、前月比＋0.3％となった。前
年同月比は27か月連続で上昇している。このような中でエネル
ギーは前年同月比で▲13.3％と12か月連続かつ大幅低下し、前月
比は３か月ぶりに僅かながら上昇した（＋0.1％）。また、家事用消耗
品（前年同月比＋15.3％）、乳卵類（同＋14.2％）などで大幅な上昇と
なり、サービス分野では、教養娯楽サービス（同＋8.9％）が３か月連
続で８％台となっている。
・「百貨店・スーパー販売額（全店ベース＝店舗調整前、対象102店
舗）」（12月）は、24,934百万円、同＋3.4％と９か月連続で増加し、コ
ロナ前の19年同月と比べても増加している（＋5.3％）。品目別では、
「衣料品」（前年同月比▲4.2％）と「身の回り品」（同▲1.4％）がと
もに２か月ぶりの減少となったものの、ウエイトの高い「飲食料品」
（同＋4.3％）が10か月連続で増加しているのをはじめ、「家庭用品」
（同＋3.2％）が８か月ぶりに増加し、「家電機器」（同＋1.5％）も２か月
連続で増加している。また、「既存店ベース（＝店舗調整後）」（同＋
2.5％）は10か月連続で増加している。
・大型専門店では、「ドラッグストア」（全店ベース＝店舗調整前、12月
/259店舗、前年同月比＋10店舗）が9,696百万円、同＋7.7％と家計
の節約志向の強まりなどから28か月連続で増加しているのに加え、
１店舗あたりの売上高（12月）も同＋3.3％と、11か月連続で増加し
ている。一方、「家電大型専門店」（同/42店舗）は4,493百万円、同▲
7.5％と、２か月ぶりの減少となり、「ホームセンター」（同/68店舗）は
3,803百万円、同▲5.4％で、３か月連続で減少している。「コンビニ
エンスストア」（同/540店舗）は10,287百万円、同＋0.0％となり、22か
月ぶりに前年同月比での増加が途絶え、前年から横ばいとなった。

・これらの結果、「小売業６業態計売上高」（12月）は53,213百万円、同
＋1.8％となり24か月連続の増加となったものの、消費者物価上昇
分（帰属家賃を除く総合、12月、前年同月比＋2.6％）を除くと、２か月
ぶりにマイナス（同▲0.8％）となった。物価上昇を考慮した実質個
人消費の伸びは、このところ増減を繰り返しており、平均してみる
と緩やかな上昇にとどまっているとみられる。
・「乗用車新車登録台数（登録ナンバー別）」（24年１月）については、
「小型乗用車（５、７ナンバー車）」が３か月ぶりに大幅減少し（740
台、前年同月比▲25.8％）、「普通乗用車（３ナンバー車）」も17か月ぶ
りに減少したため（1,720台、同▲1.8％）、２車種合計では13か月ぶり
の大幅減少となった（2,460台、同▲10.5％）。また、「軽乗用車」の販
売台数は２か月連続かつ大幅減少となった（1,505台、同▲25.6％）。
これらの結果、３車種の合計は14か月ぶりの大幅減少となった
（3,965台、同▲16.9％）。一部メーカーの認証不正問題の影響とみ
られる。

・「民間非居住用建築物着工床面積」（24年１月）は80,075㎡、前年
同月比▲54.6％となり、２か月連続かつ大幅減少となった。これは、
昨年１月に湖南市で大型物流倉庫の着工（129,558㎡）があったこ
とが影響している。
・用途別にみると、「鉱工業用」（54,416㎡、同＋141.9％、うち日野
町43,420㎡）は３か月ぶりに大幅増加、「商業用」（5,253㎡、同▲
62.0％）は２か月連続で大幅減少、「サービス業用」（16,039㎡、同
▲88.3％）は４か月ぶりに大幅減少となった。これらの結果、３業用
計（75,708㎡、同▲56.3％）は２か月連続で大幅減少している。
・トラック新車登録台数（24年１月）は、「普通トラック（１ナンバー車）」
（102台、前年同月比▲15.7％）が11か月ぶりに大幅減少、「小型
四輪トラック（４ナンバー車）」（163台、同▲29.1％）は２か月ぶりに

大幅減少した。これらの結果、２車種合計（265台、同▲24.5％）で
は16か月ぶりの大幅減少となった。

天
気
図

県
内
景
気

晴れ

雨

曇り

晴れ一部曇り

曇り一部雨

上昇・好転

下降・悪化

横ばい

生産活動

個人消費

民間設備投資

住宅投資

現在の景気

雇用情勢

3か月後の景気

公共投資

前月比

凡  例

現状  県内製造業の生産活動を鉱工業生産指数で
みると、前月に比べ生産用機械や輸送機械などで
低下したものの、電気・情報通信機械や汎用・業務
用機械などが上昇したため、全体では２か月連続で
上昇している。
　需要面では、百貨店・スーパー販売額は、衣料品と
身の回り品がともに２か月ぶりの減少となったものの、
ウエイトの高い飲食料品が10か月連続で増加してい
るのをはじめ、家庭用品が８か月ぶりに増加し、家電
機器も２か月連続で増加となったため、全店ベースで
は９か月連続で増加している。また、大型専門店など
の他の小売業態の販売額は、ドラッグストアが家計
の節約志向の強まりなどから28か月連続で増加して
いるのに加え、１店舗あたりの売上高も増加が続い
ている。一方、家電大型専門店は２か月ぶりの減少と
なり、ホームセンターは３か月連続で減少している。コ
ンビニエンスストアは22か月ぶりに前年同月比での
増加が途絶え、前年から横ばいとなった。これらの結
果、小売業６業態計の売上高は24か月連続の増加と
なったものの、物価の上昇分を除くと２か月ぶりにマ
イナスとなった。物価上昇を考慮した実質個人消費
の伸びは、このところ増減を繰り返しており、平均して
みると緩やかな上昇にとどまっているとみられる。ま
た、一部メーカーの認証不正問題の影響などで、乗
用車の新車登録台数が13か月ぶりに大幅減少し、軽
乗用車の販売台数も２か月連続かつ大幅減少したた
め、３車種合計は14か月ぶりの大幅減少となった。
　投資需要では、公共工事の請負金額が３か月連続
で大幅増加しているものの、民間設備投資の指標で
ある民間非居住用建築物着工床面積は大型着工の
あった前年の反動で２か月連続かつ大幅減少となり、
新設住宅着工戸数は６か月連続で減少している。ト
ラック新車登録台数も16か月ぶりの大幅減少となった。
　このような中、雇用情勢をみると、新規求人倍率、

有効求人倍率と実態に近い就業地別の有効求人倍
率はいずれも前月からほぼ横ばいとなった。また、常
用雇用指数は15か月連続で上昇した一方、製造業の
所定外労働時間指数は15か月連続で低下している。
　これらの状況をまとめると、製造業の生産活動は、
生産用機械が大幅増加となった前月の反動で減少
となったものの、ウエイトの高い化学が大幅増加した
前月からほぼ横ばいとなるなど、一進一退の動きの
中で持ち直している。需要面では、小売業６業態計
売上高が物価上昇分を除くと２か月ぶりにマイナスと
なり、好調が続いていた自動車販売が大幅減少に転
じた。投資需要では、公共投資が３か月連続で大幅
増加しているものの、民間設備投資や住宅投資で減
少が続き、トラック登録台数も大幅減少に転じた。し
たがって、県内景気の現状は、持ち直しの動きがや
や弱まっているとみられる。
今後の動向  県内製造業の生産活動については、大
手自動車メーカーの県内工場における昨年末からの
操業停止の影響で一時的に弱まるとみられるが、操
業が再開すれば徐 に々持ち直していくと考えられる。
個人消費については、県内でも実質賃金のマイナス
が続いており、生活防衛のための低価格志向が一部
にみられる。ただし、基調としては緩やかな持ち直し
の動きが続くとみられ、今春闘での賃上げの動きが
県内企業にも広がることで、「賃金・物価の好循環」
が実現することを期待したい。投資需要については、
経済活動の回復に伴い省力化・省人化に向けたデジ
タル化投資など、前向きな投資の増加が見込まれる。
　したがって、今後の県内景気については、一時的
な足踏み状態の後、再び緩やかに持ち直していくと
考えられる。ただし、人手不足による供給制約、海外
景気の減速、中東情勢の緊迫化に伴う原油価格動
向など、下振れリスクにも引き続き注意する必要が
ある。

　京都府・滋賀県の景気は、持ち直しの動きが鈍
化している。
　個人消費は、持ち直しの動きが一服している。観
光は、着実に持ち直している。設備投資は、増加し
ている。住宅投資は、緩やかに減少している。公共

投資は、高水準で推移している。こうした中、生産
は、弱めの動きとなっている。また、雇用・所得環境
は、緩やかに改善している。

【日本銀行京都支店：「管内金融経済概況」（2024
年２月９日発表）より】　
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（出所） 滋賀県統計課 「滋賀県鉱工業指数」
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